
初任者研修実施状況調査の結果について

文部科学省

初等中等教育局

教職員課

資料６

初任者研修実施状況（平成２６年度）調査の概要

■調査の目的
初任者研修等の教員研修の充実・改善を図るため、各都道府県等教育委員会で実施している初
任者研修等の実施状況を調査する。

■調査時点
平成２７年３月３１日

■調査対象
全都道府県教育委員会（４７）、全指定都市教育委員会（２０）、全中核市教育委員会（４５）、複数
の自治体による広域連携地区の教育委員会（１）

■主な調査事項
〇初任者研修対象者数
〇初任者の人事配置
〇拠点校方式における指導教員の状況
〇初任者指導教員の配置形態
〇校内研修の時間数及び校外研修の日数
〇大学・大学院との連携
〇民間組織等との連携 等
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域内で初任者の複数配置の実績がない

研修への対応など、配置校の負担が増加

日常業務等、他の教員への負担が増加

指導時間の確保が一人配置より困難

指導教諭の同一校での勤務日が増える

相互に相談し合える

初任者相互の切磋琢磨（せっさたくま）

該当すると回答した自治体数

研修対象者を１校に複数配置した場合の効果や課題
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※ ２０年度～２２年度は全体の平均、２３年度～２６年度は小学校のみの平均

校内研修平均日数（年間）の推移
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大学・大学院との連携

民間組織との連携

大学・大学院、民間組織と連携している
教育委員会数の推移
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36.9%
(103教委中)

68.2%
（110教委中）

※ ２４年度は本設問について調査せず。

○ 若手教員に対して採用年度から数年間にかけて、継続した研修を実施している
自治体が増えている。
○ 研修内容を数年に分けて実施することにより、受講者や学校への負担軽減ととも
に、児童・生徒と向き合う時間等を確保するなどの効果が見られる。

（参考）若手教員研修（教職歴２年目以上５年目未満）を
実施している教育委員会数の推移
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１．目 的：新任教員の実践的指導力と使命感を養うとともに、幅広い知見を得させる。
２．対 象 者：公立の小学校等の教諭等のうち、新規に採用された者
３．実 施 者：任命権者

（ただし、指定都市・中核市の県費負担教職員にあっては、当該市の教育委員会）
※市町村立中等教育学校にあっては、当該市町村の教育委員会（一部の場合を除く。）

４．根 拠 法：教育公務員特例法第２３条（昭和６３年制度創設、平成元年度から段階的に実施）
５．研修内容：３．の実施者が定める。

（研修計画は、教員の経験に応じて実施する体系的な研修の一環をなすものとして樹立）

Ⅰ．校内研修
時間数：週１０時間以上、年間３００時間以上
講 師：拠点校指導教員、校内指導教員

【実施上の留意点】
・研修時間の確保（時程内の研修時間の確保等）
・学校の雰囲気と教員の協力体制
（初任者研修に対する理解と支援・初任者への
声かけ等）
・初任者の「個に応じた」指導・助言へ
（経験差、得手・不得手、教科の特性、学校の当
面する課題等とのかかわり等）

＜文部科学省が教育委員会に示した内容例＞

Ⅱ．校外研修
日 数：年間２５日間以上
研修場所と研修内容：
①教育センター等における講義、演習
②企業・福祉施設等での体験
③社会奉仕体験活動研修及び自然体験活動研修
④宿泊研修

【実施上の留意点】
・研修日の設定に配慮を（学校の繁閑の考慮）
・研修方法の工夫（講義、演習、自習、課題研究等
のメリット・デメリットを考慮した上での体系的な研
修を）

初任者研修の概要
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